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トルコ国民投票で憲法改正賛成派が勝利

お伝えしたいポイント

• 大統領権限拡大の是非を問う国民投票で、接戦ながら賛成派が勝利

• 憲法改正の効力発生は次回大統領選挙後も、事実上はエルドアン大統領に権力集中

• 政治的不透明感が後退し、今後の構造改革の推進に期待

4月16日（現地）トルコでは大統領権限拡大に関する憲法改正の是非を問う国民投票が実施され、即日開票されま

した。現地報道等によると憲法改正賛成派が約51％を占め、エルドアン大統領が勝利宣言を行いました。エルドアン

大統領は自身が初の国民投票で選ばれた大統領であることを背景に、憲法上では象徴的な役割となっているにも関

わらず、国家運営に対して大きな影響力を行使しており、大統領権限拡大に関する憲法改正の必要性を強く訴えて

いましたが、その主張が国民に支持される結果となりました。今回の選挙結果を受けて、17日の東京時間にトルコ・リラ

は対米ドルで一時1ドル＝3.62リラ近辺まで上昇するなど、通貨高で反応しています。

＜接戦ながら賛成派が勝利＞

今回の憲法改正案では、首相職を廃止したうえで副大統領職を新設し、閣僚等の任命権などの人事権を大統領に

付与するほか、議員総数の増員や今後は議会総選挙と大統領選挙を同時に行うことなどさまざまな事項が承認されま

した。多くの憲法改正案が効力を持つのは次回の大統領選挙後となりますが、既に大きな影響力を有しているエルド

アン大統領は、今後も国家の運営に強力に携わっていくものと考えられます。

＜事実上はエルドアン大統領に権力集中＞

これまでは政治的な不透明感を背景に、政治動向に注目が集まりやすい環境となっていましたが、今回の国民投票

の結果を受けて不透明感は後退すると考えられます。今後、エルドアン大統領の目は政治面から経済面へ向くと予想

します。

2016年のトルコ経済はクーデター未遂事件による混乱や治安悪化に伴う観光業の不振などを背景に減速しました

が、2017年はユーロ圏の成長加速やロシアとの関係改善などを背景に緩やかな回復基調にあると考えています。

2011年にトルコ政府は、建国100周年を迎える2023年までに経済規模で世界10位に入ることなど、意欲的な目標を

Vision2023として発表しています。今後、さらに影響力を拡大したエルドアン大統領は、強力なリーダーシップのもと、

さまざまな構造改革を断行し、トルコの経済発展を推進していくことが期待できます。

＜構造改革の推進に期待＞
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お取引にあたっての手数料等およびリスクについて 

手数料等およびリスクについて 

 株式等の売買等にあたっては、「ダイワ・コンサルティング」コースの店舗（支店
担当者）経由で国内委託取引を行う場合、約定代金に対して最大 1.24200％（但し、

最低 2,700 円）の委託手数料(税込)が必要となります。また、外国株式等の外国取

引にあたっては、現地諸費用等を別途いただくことがあります。 

 株式等の売買等にあたっては、価格等の変動による損失が生じるおそれがあります。
また、外国株式等の売買等にあたっては価格変動のほかに為替相場の変動等による

損失が生じるおそれがあります。 

 信用取引を行うにあたっては、売買代金の 30％以上で、かつ 30 万円以上の委託保
証金が事前に必要です。信用取引は、少額の委託保証金で多額の取引を行うことが

できることから、損失の額が差し入れた委託保証金の額を上回るおそれがあります。 

 債券を募集・売出し等により、又は当社との相対取引により売買する場合は、その
対価（購入対価・売却対価）のみを受払いいただきます。円貨建て債券は、金利水

準の変動等により価格が上下し、損失を生じるおそれがあります。外貨建て債券は、

金利水準の変動に加え、為替相場の変動等により損失が生じるおそれがあります。

また、債券の発行者または元利金の支払いを保証する者の財務状況等の変化、およ

びそれらに関する外部評価の変化等により、損失を生じるおそれがあります。 

 投資信託をお取引していただく際に、銘柄ごとに設定された販売手数料および運用
管理費用（信託報酬）等の諸経費、等をご負担いただきます。また、各商品等には

価格の変動等による損失を生じるおそれがあります。 

ご投資にあたっての留意点 

 取引コースや商品毎に手数料等およびリスクは異なりますので、上場有価証券等書
面、契約締結前交付書面、目論見書、等をよくお読みください。 

 外国株式、外国債券の銘柄には、我が国の金融商品取引法に基づく企業内容の開示
が行われていないものもあります。 

 

商号等 ：大和証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第108号 

加入協会：日本証券業協会、一般社団法人日本投資顧問業協会、一般社団法人金融先物取引業協会、 

  一般社団法人第二種金融商品取引業協会 
 


